「共謀罪」法案に反対する緊急アピール
2017年6月8日　障害者・患者９条の会

わたしたちは、戦時下では「穀つぶし、非国民」などと差別され、いのちがおびやかされてきました。戦後は、日本国憲法で謳われている生存権を暮らしの中で実現する運動にとりくみました。いつでも仲間と連帯して、ときには政府に対して、ときには社会に対して、声を上げてきました。そうしなければ、わたしたちの存在が、暮らしが、当然の権利が、認められなかったからです。それらはいま、障害者権利条約として世界でも認められています。
ところが先日、衆議院本会議で「共謀罪」法案が強行されました。審議は参議院へ舞台を移していますが、衆議院での議論を思えば、良識の府であるはずの参議院でも与党は十分に審議を尽くさないまま、法案を強引に採決する可能性が高まっています。
法案が成立、施行されれば、日常の生活のなかで内心の自由が奪われ、すべてのことが監視される暗黒社会が再びやってきます。わたしたちは友人や障害者団体との間で電子メールや、SNS・電話で交流することが多く、一旦監視社会ができあがれば、友人たちとメール等で自由な本音をぶつけるということもできなくなってしまいます。戦前の治安維持法は、思想・内心を徹底的に弾圧・統制し、法廃止までの20年間で10万人以上を逮捕し、うち拷問で虐殺された人194人、獄中で病死した人1503人など、国の意向に従わない人たちの命をつぎつぎに奪いました。

いま安倍政権が成立させようとしている「共謀罪」法案は、テロ対策を口実にした現代版の治安維持法であり、政府方針に逆らう人や団体を弾圧しかねない法案です。わたしたちは、自由につどい、話し合うことで、障害者の生活と権利を守ってきました。仲間と手をとりあって声を上げる自由、社会からの差別や偏見に対する怒りを仲間と共感しあう自由、こうした自由を脅かすことが国会審議や参考人質疑からも明らかになっています。
「我が事・丸ごと」地域共生社会の名の下に、介護保険法改悪や生活保護制度改悪など戦後最悪の社会保障・社会福祉の解体を強行に推し進める安倍政権が、憲法９条改悪とともに基本的人権を抑圧しようとすることに強い怒りと危機感をおぼえます。
わたしたち障害者・患者９条の会は、平和と人権を守り、二度と歴史の針を戦前へと戻さないために、「共謀罪」法案に強く反対します。
